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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第96期
第２四半期
連結累計期間

第97期
第２四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 7,928,557 8,254,820 18,239,846

経常利益 (千円) 222,743 229,562 705,398

親会社株主に帰属する
四半期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △182,007 166,227 △754,429

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 10,880 114,588 △437,854

純資産額 (千円) 14,372,659 13,920,399 13,923,751

総資産額 (千円) 32,817,881 34,191,475 35,586,470

１株当たり四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(円) △155.99 142.47 △646.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.3 40.1 38.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 879,678 405,314 1,305,303

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,475,129 △1,300,180 △2,899,601

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 234,455 518,685 1,366,247

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,021,180 3,777,943 4,154,125
 

　

回次
第96期
第２四半期
連結会計期間

第97期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △193.40 109.67
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第97期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。なお、第96期第２四半期及び第96期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益に

ついては、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第96期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益又は四半期(当期)純損失を算定しておりま

す。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、持分法適用会社であった株式会社Ｍ．Ｃ．Ｓ．－ＪＡＰＡＮについ

て、当社が保有する同社の全株式を売却したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推

移したものの、米・中貿易摩擦による世界経済への影響が懸念され、景気の先行きは不透明な状況となっていま

す。

当社グループの関連業界におきましては、電力関連では、電力各社は電力システム改革を背景とする新電力・ガ

ス会社との競争激化もあり、設備投資・修繕費抑制が続く厳しい状況にあり、通信関連においてもメンテナンス工

事が中心であり、需要は引き続き低調で推移しました。一方、道路関連におきましては、受注環境の持ち直しの動

きが見られました。

このような状況のなか、当社グループは、「チェンジ＆チャレンジ」の経営方針のもと、生産体制の最適化、重

点設備投資による生産効率化に努め、グループ各社との連携をより一層充実して、経営の効率化を推進しました。

その結果、売上高は82億54百万円（前年同期比4.1％増）、営業利益は２億24百万円（同28.5％増）、経常利益は

２億29百万円（同3.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億66百万円（前年同四半期は四半期純損失１

億82百万円）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。　

(電力・通信関連事業)

金物関係においては、配電用金物ならびに通信用金物では、修繕費・設備投資抑制に伴い需要低迷が続いている

ことや、工場移転に伴う新規設備による減価償却費の増加もあり、また、鉄塔関係においても、メンテナンス工事

の繰り延べ等もありました。

その結果、売上高は49億27百万円（前年同期比4.0％増）、セグメント利益は２億64百万円（同27.0％減）となり

ました。　

(建築・道路関連事業）

道路施設関係においては、一部、受注環境の持ち直しもあり、ETCガントリーや料金所ブース、およびトンネル換

気設備工事等を積極的に受注したものの、メガソーラー架台の需要縮小などがありました。

その結果、売上高は19億99百万円（前年同期比0.5％増）、セグメント利益は１億５百万円（前年同期比1015.3％

増）となりました。　

(碍子・樹脂関連事業）

碍子関係においては、台風・地震による緊急対応要請に応えたものの、全体的には低調となりました。一方、樹

脂関係では管路材が増加しました。

その結果、売上高は13億27百万円（前年同期比10.8％増）、セグメント利益は１億10百万円（同84.3％増）とな

りました。
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(2) 財政状態の状況

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べ13億94百万円減少し、341億91百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ12億58百万円減少し、121億85百万円となりました。主な要因は売上債権

が13億55百万円減少したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億36百万円減少し、220億６百万円となりました。主な要因は無形固定

資産が１億64百万円増加し、有形固定資産が２億34百万円、投資有価証券が69百万円減少したことによるもので

す。

（負債)

負債は、前連結会計年度末に比べ13億91百万円減少し、202億71百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ22億80百万円減少し、101億39百万円となりました。主な要因は仕入債務

が４億31百万円、その他が12億68百万円減少したことによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ８億88百万円増加し、101億31百万円となりました。主な要因は社債が４

億40百万円、長期借入金が４億77百万円増加したことによるものです。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ３百万円減少し、139億20百万円となりました。主な要因は利益剰余金が58

百万円増加し、その他有価証券評価差額金の減少などによりその他の包括利益累計額が65百万円減少したことによ

るものです。

 
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物残高は37億77百万円となり、前連結会計年度末より３億

76百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少による収入が増加しましたが、事業構造改善費用の支払

いや仕入債務の減少による支出が増加したこと等により、前年同四半期連結累計期間と比べ収入が４億74百万円減

少し、４億５百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却に係る手付金収入等により、前年同四半期連結累計

期間と比べ支出が１億74百万円減少し、13億円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減及び長期借入金による収入が減少した一方で社債の発

行による収入が増加したこと等により、前年同四半期連結累計期間と比べ収入が２億84百万円増加し、５億18百万

円の収入となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　①会社の支配に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念をはじめ当社の財務基盤や事業内

容等の企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。

一方、金融商品取引所に上場する株式会社としての当社の株主の在り方は、市場での自由な取引を通じて決まる

ものであり、当社の支配権の移転を伴う買収行為がなされた場合に、これに応じるか否かの判断も最終的には株主

の皆さまの意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の

利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆さまに株式の売却を事実上強要するおそれのある

もの、対象会社の株主や取締役会が買付行為や買付提案の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が

代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することのないもの、買付条件等が対象会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または不適当であるもの、対象会社の企業価値の維持・増大

に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊する意図のあるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資さないものも少なくありません。

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模な買付等を行

う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断し、法令および当社定款によっ

て許容される範囲で必要かつ相当な措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する

必要があると考えております。

　②会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

当社では、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上のために、次のような取組みを実施しておりま

す。

（イ）中長期的な経営戦略

当社は、1929年の創業以来、一貫して電力、通信、鉄道、道路など、わが国の公共基幹産業に配電金物や鉄塔

をはじめとする資材を提供し、社会インフラ整備の一翼を担い現在に至っております。

当社グループを取り巻く経営環境は、既存事業の成熟化や経済環境の変化などにより、需要が大幅に減少して

おり、また、受注競争の激化に伴う販売価格の下落により、採算性の悪化を招くなど、業界全体が極めて厳しい

状況下にあります。

このような状況に対処するため、当社グループは、第97期（平成30年度）事業年度のスタートにあたり、

「チェンジ＆チャレンジ／積極的なリスクテイクとそれを支える環境の再構築」を経営方針として掲げ、

イ.生産体制の最適化

ａ．経営資源の集中と全体最適化

ｂ．注力製品の洗出しと生産効率化

ｃ．重点設備投資による収益源の創造

ロ．成長力の強化

ａ．特注品の強化

ｂ．既存製品の販路拡大

ｃ．表面処理（タフZ10、低光沢処理）技術による販路拡大

ハ．新事業の創出

を重点方針とし、グループ各社との連携をより一層充実して、経営全般の効率化を推進してまいります。

具体的な取組みとしては、生産体制の集中化・最適化による抜本的な改革を進めるとともに、電力流通関連、

情報通信関連、道路施設関連において注力製品を洗い出し、生産効率化により競争力を強化し、更に当社グルー

プが保有する技術や研究成果、設備を活かした新たなビジネスモデルを構築し、競争が激化する既存市場や新規

事業分野において勝ち抜く柔軟な経営を目指しております。

このような取組みにより、経営環境の変化にも柔軟に対応しつつ、将来にわたる成長と株主還元の充実に鋭意

努力する所存であります。
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（ロ）コーポレート・ガバナンスの強化

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の継続的な向上を図るとともに、社会

から信頼され、必要とされる企業となるために、経営の透明性、法令等の遵守、業務の適正と効率性の追求、社

会から有用とされる製品やサービスを提供することにより企業の社会的責任を果たしていくことが重要であると

考えております。

当社グループは、1959年1月に創業者　那須仁九朗による三章からなる社憲「人の和」、「誠実」、「奉仕の

心」を制定し、当社グループの経営の拠りどころとして事業を展開し、現在に至っております。また、「企業行

動規範」を定め、法令や社会ルールを守る高い倫理観と厳しい自己規律を実現し、社会から求められる企業とな

ることを目指しております。

業務執行・経営監視の仕組みについては、当社は毎月取締役会を開催し、重要かつ高度な経営上の意思決定を

迅速に行い、業務執行の監督や経営の透明性向上に努めています。

業務執行における重要事項を審議する会議体としては、常務会、リスクマネジメント委員会などの専門委員会

を設けており、代表取締役の業務執行上の意思決定を支援しています。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されること

を防止する取組みの概要

当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」（以下「本対応方針」といい

ます。）を導入しております。　　　　　　　　　　　

その概要は以下のとおりです。

　(イ) 本対応方針導入の目的

本対応方針は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。

 (ロ) 本対応方針の対象となる当社株式の買付

本対応方針の対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的と

する当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買

付行為とします。

　(ハ）特別委員会の設置

本対応方針を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性・合

理性を担保するため、現対応方針と同様に特別委員会規程に基づき、特別委員会を設置いたします。特別委員会

の委員は3名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している

社外取締役または社外有識者のいずれかに該当する者のなかから選任します。　　

 (ニ) 大規模買付ルールの概要

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な

情報を提供し、当社取締役会等による一定の評価・検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、という

ものです。

ただし、大規模買付行為ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、結果として当社に

回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断

する場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、必

要かつ相当な範囲内で、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置を講

じることがあります。

 (ホ) 本対応方針の有効期限等

本対応方針の有効期限は、2021年6月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとなっております。

ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本対応方針を廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、その時点で廃止されるものとします。

導入後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。

（http：//www.nasudenki.co.jp）
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④本対応方針の合理性について（本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて）

当社では、本対応方針の設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本対応方針が上記①の会社の支配に

関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものとはならないと考えております。

　(イ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省および法務省が2005年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保または

向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。また経済産業省に設置された企業価値研

究会が2008年6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえ

たものとなっております。

　(ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを

株主の皆さまが判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、または株

主の皆さまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保し、向上させるという目的をもって導入したものです。

　(ハ）株主意思を反映するものであること

本対応方針は、株主総会における株主の皆さまのご承認をもって発効することとしており、その継続について

株主の皆さまのご意向が反映されることとなっております。また、本対応方針継続後、有効期間中であっても、

当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止される

ことになり、株主の皆さまのご意向が反映されます。

　(ニ）デッドハンド型およびスローハンド型買収防衛策ではないこと

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが

可能です。したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期を1年としており、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができ

ないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもございません。なお、当社では取締役解任決

議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をしておりません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億69百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800,000

計 4,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,200,000 1,200,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
100株で
あります。

計 1,200,000 1,200,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成30年７月１日～
　平成30年９月30日

― 1,200,000 ― 600,000 ― 9,392
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社那須商事 東京都杉並区南荻窪１丁目３３－２５ 63 5.40

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 50 4.29

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 50 4.29

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 40 3.50

山洋電気株式会社 東京都豊島区南大塚３丁目３３－１ 31 2.71

エムエム建材株式会社 東京都港区東新橋１丁目５－２ 30 2.63

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 30 2.57

那須俊好 東京都杉並区 29 2.50

JFEスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２－３ 25 2.15

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩ
(常任代理人 モルガン・スタンレーＭ
ＵＦＧ証券株式会社)

２５ ＣＡＢＯＴ ＳＱＵＡＲＥ， ＣＡＮＡＲ
Ｙ ＷＨＡＲＦ， ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ４Ｑ
Ａ， Ｕ．Ｋ．
(東京都千代田区大手町１丁目９－７)

19 1.68

計 ― 370 31.71
 

(注）上記のほか当社所有の自己株式33千株があります。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 33,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,163,300
 

11,633 ―

単元未満株式 普通株式 3,400
 

― ―

発行済株式総数          1,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,633 ―
 

（注）「単元未満株式」欄には、自己保有株式７株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％）

（自己保有株式） 東京都新宿区新宿一丁目

１－14
33,300 ― 33,300 2.78

那須電機鉄工株式会社

計 ― 33,300 ― 33,300 2.78
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,452,505 4,078,724

  受取手形及び売掛金 ※2  4,146,177 ※2  3,319,462

  電子記録債権 ※2  885,941 ※2  356,946

  製品 1,287,973 1,527,808

  仕掛品 1,635,483 2,006,822

  原材料及び貯蔵品 658,192 666,815

  その他 379,854 231,302

  貸倒引当金 △2,533 △2,533

  流動資産合計 13,443,595 12,185,349

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,580,425 3,560,962

   機械及び装置（純額） 2,611,728 2,409,236

   土地 9,106,205 9,092,815

   その他（純額） 109,976 111,028

   有形固定資産合計 15,408,335 15,174,042

  無形固定資産 247,321 412,040

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,204,705 2,134,810

   投資不動産（純額） 3,202,853 3,224,639

   その他 1,099,848 1,081,530

   貸倒引当金 △20,190 △20,938

   投資その他の資産合計 6,487,217 6,420,042

  固定資産合計 22,142,874 22,006,126

 資産合計 35,586,470 34,191,475
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  2,546,520 ※2  2,171,856

  電子記録債務 1,610,990 1,554,178

  短期借入金 1,205,000 987,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,385,254 1,002,584

  1年内償還予定の社債 770,000 1,145,000

  未払法人税等 109,484 38,178

  賞与引当金 229,675 231,952

  役員賞与引当金 68,400 －

  環境対策引当金 264,600 47,200

  その他 4,230,298 2,961,940

  流動負債合計 12,420,222 10,139,891

 固定負債   

  社債 950,000 1,390,000

  長期借入金 3,507,308 3,985,116

  再評価に係る繰延税金負債 2,052,330 2,048,409

  役員退職慰労引当金 225,773 202,454

  退職給付に係る負債 1,984,392 1,940,881

  その他 522,691 564,322

  固定負債合計 9,242,496 10,131,184

 負債合計 21,662,718 20,271,075

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 600,000 600,000

  資本剰余金 30,708 30,708

  利益剰余金 8,450,940 8,509,384

  自己株式 △77,062 △77,416

  株主資本合計 9,004,586 9,062,676

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 858,441 805,891

  土地再評価差額金 3,848,900 3,840,006

  退職給付に係る調整累計額 20,665 17,096

  その他の包括利益累計額合計 4,728,008 4,662,994

 非支配株主持分 191,156 194,729

 純資産合計 13,923,751 13,920,399

負債純資産合計 35,586,470 34,191,475
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 7,928,557 8,254,820

売上原価 6,683,018 6,972,050

売上総利益 1,245,539 1,282,769

販売費及び一般管理費 ※1  1,070,519 ※1  1,057,954

営業利益 175,019 224,815

営業外収益   

 受取利息 48 182

 受取配当金 30,143 33,255

 受取賃貸料 152,976 145,949

 その他 15,655 19,762

 営業外収益合計 198,824 199,150

営業外費用   

 支払利息 31,471 36,294

 賃貸費用 101,894 112,267

 社債発行費 － 22,667

 借入手数料 9,290 6,698

 その他 8,444 16,476

 営業外費用合計 151,100 194,404

経常利益 222,743 229,562

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  － ※2  9,506

 関係会社株式売却益 － ※3  16,999

 特別利益合計 － 26,506

特別損失   

 事業構造改善費用 ※4  17,300 ※4  9,498

 環境対策費 ※5  427,500 －

 特別損失合計 444,800 9,498

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△222,056 246,570

法人税、住民税及び事業税 67,296 38,027

法人税等調整額 △102,269 40,442

法人税等合計 △34,972 78,469

四半期純利益又は四半期純損失（△） △187,083 168,101

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△5,075 1,873

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△182,007 166,227
 

EDINET提出書類

那須電機鉄工株式会社(E01365)

四半期報告書

15/25



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △187,083 168,101

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 186,085 △49,943

 退職給付に係る調整額 11,878 △3,569

 その他の包括利益合計 197,964 △53,512

四半期包括利益 10,880 114,588

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 9,719 110,107

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,160 4,480
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△222,056 246,570

 減価償却費 378,301 490,907

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,127 748

 賞与引当金の増減額（△は減少） 4,443 2,277

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △41,500 △68,400

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29,436 △48,653

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12,624 △23,319

 受取利息及び受取配当金 △30,192 △33,437

 支払利息 31,471 36,294

 社債発行費 ― 22,667

 受取賃貸料 △152,976 △145,949

 関係会社株式売却損益（△は益） ― △16,999

 事業構造改善費用 17,300 9,498

 環境対策引当金の増減額（△は減少） 407,800 △217,400

 有形固定資産売却損益（△は益） ― △9,506

 売上債権の増減額（△は増加） 890,851 1,355,709

 たな卸資産の増減額（△は増加） △584,873 △619,796

 未収入金の増減額（△は増加） 114,893 116,247

 仕入債務の増減額（△は減少） 58,768 △431,474

 未払消費税等の増減額（△は減少） △4,330 39,528

 前受金の増減額（△は減少） △71,006 △11,964

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △46,859 31,797

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 22,479 7,164

 その他 △23,585 △4,146

 小計 762,613 728,363

 利息及び配当金の受取額 30,192 33,437

 利息の支払額 △33,365 △36,267

 賃貸料の受取額 152,976 145,949

 事業構造改善費用の支払額 ― △371,047

 法人税等の支払額 △32,738 △95,122

 営業活動によるキャッシュ・フロー 879,678 405,314

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △2,401 △2,401

 投資有価証券の取得による支出 △2,311 △2,686

 有形固定資産の取得による支出 △1,389,430 △1,375,377

 有形固定資産の売却による収入 3,301 12,928

 有形固定資産の売却に係る手付金収入 ― 100,000

 無形固定資産の取得による支出 △70,562 △42,498

 関係会社株式の売却による収入 ― 17,000

 その他 △13,725 △7,145

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,475,129 △1,300,180
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 85,000 △218,000

 長期借入れによる収入 1,490,000 1,117,000

 長期借入金の返済による支出 △1,144,670 △1,021,862

 社債の発行による収入 ― 827,332

 社債の償還による支出 △45,000 △35,000

 自己株式の取得による支出 ― △354

 配当金の支払額 △116,679 △116,677

 非支配株主への配当金の支払額 △475 △908

 その他 △33,719 △32,845

 財務活動によるキャッシュ・フロー 234,455 518,685

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △360,995 △376,181

現金及び現金同等物の期首残高 4,382,176 4,154,125

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,021,180 ※1  3,777,943
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

（持分法適用の範囲の重要な変更）

当第２四半期連結会計期間において、持分法適用会社であった株式会社Ｍ．Ｃ．Ｓ．－ＪＡＰＡＮについて、当

社が保有する同社の全株式を売却したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。
 

 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 1,869千円 1,423千円
 

　

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形 54,176千円 38,430千円

電子記録債権 2,068 〃 2,042 〃

支払手形 74,849 〃 37,777 〃
 

　

　３　電子記録債権割引高及び電子記録債権裏書譲渡高

 
 

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

電子記録債権割引高 28,785千円 9,293千円
 

　

　４　保証債務

　従来持分法適用会社であった株式会社Ｍ．Ｃ．Ｓ．－ＪＡＰＡＮのリース債務に対し、債務保証を行っておりま

したが、当第２四半期連結会計期間において解消されております。

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

保証債務 24,105千円 ―千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

給料手当 330,232千円 329,204千円

賞与引当金繰入額 70,533 〃 69,432 〃

退職給付費用 46,496 〃 41,835 〃

役員退職慰労引当金繰入額 11,765 〃 11,289 〃
 

　

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

建物及び土地（社宅） ― 千円 9,506千円
 

 

※３　関係会社株式売却益

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

持分法適用関連会社であった株式会社Ｍ．Ｃ．Ｓ．－ＪＡＰＡＮの当社保有株式を売却したことによるものであ

ります。

 
※４　事業構造改善費用

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成

30年４月１日 至 平成30年９月30日)

生産体制の最適化や資産の有効活用の一環として、当社旧砂町工場の生産機能集約に関連する費用を計上してお

ります。

　　

※５　環境対策費

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

当社及び関係会社所有の土地(千葉県八千代市大和田新田)の一部について、汚染除去等の対策費用の見積額を計

上しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 4,317,159千円 4,078,724千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △295,978 〃 △300,780 〃

現金及び現金同等物 4,021,180 〃 3,777,943 〃
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 116,679 10 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 116,677 100 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   

 

報告セグメント
調整額
（千円）
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注)２

電力・通信
関連事業
（千円）

建築・道路
関連事業
（千円）

碍子・樹脂
関連事業
（千円）

計
（千円）

売上高       

  外部顧客への売上高 4,739,900 1,990,364 1,198,292 7,928,557 ― 7,928,557

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

78,722 164,824 66,691 310,237 △310,237 ―

計 4,818,623 2,155,188 1,264,983 8,238,795 △310,237 7,928,557

セグメント利益 362,784 9,464 59,834 432,083 △257,064 175,019
 

(注）１．セグメント利益の調整額△257,064千円には、セグメント間取引消去61,415千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△318,479千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   

 

報告セグメント
調整額
（千円）
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注)２

電力・通信
関連事業
（千円）

建築・道路
関連事業
（千円）

碍子・樹脂
関連事業
（千円）

計
（千円）

売上高       

  外部顧客への売上高 4,927,402 1,999,819 1,327,597 8,254,820 ― 8,254,820

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

82,004 287,718 29,040 398,763 △398,763 ―

計 5,009,407 2,287,538 1,356,637 8,653,584 △398,763 8,254,820

セグメント利益 264,920 105,558 110,266 480,746 △255,930 224,815
 

(注）１．セグメント利益の調整額△255,930千円には、セグメント間取引消去58,988千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△314,919千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△） △155円99銭 142円47銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円)

△182,007 166,227

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又
は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円)

△182,007 166,227

普通株式の期中平均株式数(株) 1,166,794 1,166,740
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。な

お、前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益又は四半期純損失を算定してお

ります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月８日

那須電機鉄工株式会社

取締役会  御中

 

東陽監査法人
 

 
　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　島　　幹　　也 ㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 早　　﨑　　　　　信 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている那須電機鉄工株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、那須電機鉄工株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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